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Abstract 
The rapid growth of Japanese economy and industry after World War I was a big mystery in the world. 
Abundant and excellent labor force, Japanese management, and high rate of savings, etc. were pointed out 
as relevant factors. The concern for the industrial policy gradually increased in Europe and America after 
the OECD began to pay attention to the Japanese industrial policy at the beginning of 70's. Empirical and 
theoretical researches in the West have largely advanced more than in Japan. What an economic and an 
industrial policy should be in each country is largely Varying with the movement of the reality of the world 
because of the development of the large and borderless competition, recent globalization of societies and 
economies. This paper examines the industrial policy been done by the Ministry of International Trade and 
Industry after the Second World War. We try to check the policy instruments and the logic of the policy 
along the situation and the development process of Japanese economy, summarize them, and search for a 
clue to the direction of the generalization of the industrial policy theory. 
Key words : Industrial Structure, Competitive Market, Regulation, Infant Industry, Setup Cost, Excessive 
Competition, Effective Competition, Priority Production System, Scale of Economy 
抄録
戦後の日本経済・産業の急成長は大きななぞであった。この要因としては，欧米では，かつて豊富で良質の労働
カ，日本的経営，高貯蓄率などが指摘された。 OECDが70年代はじめに，その要因として日本の産業政策に注目
し始めて以来，欧米では日増しに産業政策への関心が高まり，わが国以上に実証的・理論的研究が大きく進んだ。
現実の世界の動きは，昨今の社会や経済のポーダーレス化，グローバル化，地球的規模での大競争指向に伴って，
各国の経済・産業政策のあり方が大きく転換しようとしている。本論文は，第二次大戦以降に通産省によって行
なわれてきた産業政策について，日本経済の時々の状況や発展過程に即して政策手段や政策論理を点検し，総括
し，産業政策理論の一般化の方向への手がかりを探ろうとするものである。
キーワード：産業構造，競争市場，規制，国際競争力，幼稚産業，セットアップ・コスト，過当競争．有効競争，
傾斜生産方式．規模の経済性
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はじめに
近年のわが国の内外を取り巻く状況はまさに世紀末的カタストロフィーと呼ばれうるほど激
しい変化を来し，わが国経済・産業も大きな衝撃を受けている。また世界経済の状況もグロー
バル化ないしはメガ・コンペティションという大きな変化を迎えつつある。これらの状況に対
応した経済，産業の体制・組織，および産業構造の再編成や転換が世界各国の緊要・緊急の課
題であり，経済政策とりわけ産業政策のあり方が問われている。 70年代（とりわけ80年代）頃
から，特に欧米で，（日本型の）産業政策の意義や問題が盛んに再検討されてきたが，産業政策
の定義さえ最近にいたるまで不明で，その役割・目的などについても評価がさまざまである凡
産業政策の定義も種々あるが，われわれは「一般に諸産業を直接の対象として，諸産業の保
護・育成，調整・整備を通じ，経済の近代化，国際競争力の強化，経済成長の促進，雁用の安
定，環境水準の保全，国際収支の改善などの何らかの社会的目的を達成するために，国家ある
いは政府が個々の産業もしくは企業の生産・営業•取引活動に積極的あるいは消極的に干渉し，
また商品・サービス，金融などの市場形成あるいは市場機構に直接介入する政策の総称であ
る」2)とすることにする。この定義も多くの意味をこめ過ぎるために，やや冗長の嫌いがある。
要するところ，これをあえて三つのキーワードに表すとすれば，産業，市場機構，政府の介入
ということになろう。
ところで，古典的な経済理論では，政府が経済に介入して産業（企業）の間の資源配分に影
響を与えることは，市場の失敗に対応する場合を除いては，原則的に排除されるべきである 3)と
いうのが定説であった。しかしながら，わが国経済の戦後の急速・大幅な発展を契機として，
その要因をわが国が実施してきた産業政策に求める分析が一般化するとともに，産業政策は，
今日ではその範囲も拡大し，多くの国の政府は，特定の産業あるいは企業に，種々の規制を加
えるだけでなく，特別償却制度，研究・開発投資への支援，外国品に対する輸入制限，輸出補
助金，失業手当の支給，労働争議への仲裁などの種々の手段を使って見える手を拡大している。
産業政策がこのように積極・広範に用いられるようになった理由としていくつか考えられるが，
1)藪下・国府田・秋山編著 r日本経済ー競争・規制・自由化』奥野「戦後日本の産業社会と競争社会」 p.27
2)伊藤他『産業政策の経済分析』 p.7
3)理論的研究の結果と現実の政策的な動きは必ずしも符合しないということに注意する必要がある。黒田
慎「日本の産業政策」日本経済政策学会編『世界の中の産業政策』「しかし， 日本だけがそういった産業
保護政策，産業調整政策をとってきたのかといえば，明らかに，ヨーロッパの国々は，戦後のある時期に
おいても日本と同じように，外貨や，資金や，基礎資材の割当をした。そして，場合によっては国有化ま
でしたのだから，政府の介入ということにおいては明らかにヨーロッパのほうが介入度は高かったとい
うふうに言える。」 p.33
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最も基本的なことは，以前より世界経済の相互依存の関係が非常に高まった4)ことである。その
場合に，政府は常に国際分業体制の変化への対応と自国の経済・産業の再編成が求められるの
で，産業への国家介入の問題が生じるのである。上述のように国家の産業への介入は産業の自
主性や自由を奪うものとして極力排除されるべきという考えは古くから存在すると上で述ぺた
が，純理論的には，産業への国家介入でも一般にそれにより経済的厚生をネットで増加させる
場合には正当化されるということができる。
一国の産業政策がその国の経済的厚生を高めるとしても，それが他国の経済的厚生を減じる
ようなものであるなら，両国間に経済摩擦の問題が生じることになる。この問題を回避しよう
とするなら，産業政策の国際協調が要請されるが，この問題の解決はそうたやすいものではな
い。
産業政策なる概念が現在に至っても必ずしも正確に定義されているとはいえない状況である
が，現実が激しく変化し，それに対応して政策が世界各国でその国固有の問題に対して行なわ
れているとき，その理論的枠組みや政策手段を点検し，その有効性や限界を確認しながら，一
度総括してみることは，産業政策理論構築の手がかりを得るには意義のあることである。本稿
では紙幅の制限上，基本的には日本の産業政策に焦点をおいた。
I 産業政策の性格・手段・通産省の役割
第二次大戦後の日本は，経済成長において驚異的・奇跡的な成果を上げたために，多くの経
済学者たちは， 日本の戦後の経済におけるこのなぞを説明しようとしてきた。その説明には，
さまざまなものがある。例えば，企業の日本的経営，高投資率，豊富な労働力，財政政策，課
税制度，通産省の産業政策から，日本の社会・文化構造にまで及ぶ。そして他国と異なり， B 
本では，政府と産業との間には密接な協力，あるいは協調関係が存在すると思われてきたし，
思われている。この協調関係を前提として，通産省は戦後の産業政策において重要な役割を果
たし，日本経済を成功に導いたということがしばしば指摘される。通産省が確かに戦後の日本
の産業政策を推進・指導してきたことは疑いのないところであるが，その意義・問題を正しく
評価するには，戦後の日本の通産省による産業政策の役割を歴史的に総括し，その政策の論理
や手段を精査する必要があろう。
もともとわが国が産業政策を第二次大戦終了直後から導入したのは，戦時経済における統制
の名残であるとか，あるいは戦前の機構，政策手法，制度，ならぴに財界・官僚などの人的な
面の影響力などが戦後の産業政策に計り知れぬ影響力を与えた点を看過することはできないな
4)公正取引委員会事務局編『独占禁止懇話会資料集ー経済構造の変化と産業組織XII』平成 4年，大蔵省印
刷局 p.l, p.46 
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どといわれている5)が，むしろ敗戦の荒廃と占領下での貿易制限などによる原料・燃料不足や，
戦争債務の支払いによる過剰な貨幣供給がもたらすハイパー・インフレの恐れなどの理由から，
価格の自由変動に任せるような市場機構を早期に導入することは困難であったし，そうするこ
とは経済の混乱をさらに助長すると考えられ，一時的に (47年頃まで）価格統制や配給制度を
通じて物資の供給をコントロールする必要があった6)と考えられる。そしてこの統制のための
実施機関として経済安定本部や物価庁が設立された。
こうして初期の段階における産業政策は，統制あるいは計画経済的色彩を帯びたものであっ
たといっても良い。わが国最初の産業政策として，重要物資の生産拡大のために実施された「傾
斜生産方式」はその代表例としてあげられるが，この手段の策定・実施は，通商産業省の前身
である「商工省」によって行われている。当局はその乏しい資源・資金源の中から産業を編成
する資源・資金を割り当てねばならなかったので，産業へ直接介入し，その具体的方法として，
重要戦略産業の企業を選別して，資金の供給，原材料，外貨などを優先的に投入した。この方
式は，後に考察するように，セットアップ・コスト 7)の大きい資本集約的産業の早期育成や，規
模の経済性の享受による経済の急速な成長の達成・実現のみを考えた場合，最適な手段である
と評価できる。しかし傾斜生産方式もドッジ政策による復興金融公庫の貸出し停止によって機
能しなくなった8)。こうして50年代前半においては，鉄鋼，石炭，電力などの基幹産業の設備の
近代化，経営の高度化のために産業合理化政策が実施された。この合理化にあたっては，公共
部門と民間部門との共同・協力によって推進された。つまり，従来の政府主導的なスタンスか
ら，産業の発展を民間部門に委ねる方向性が打ち出され始めた。その政策手段は，概括的にい
えば，政府系金融機関による融資ー産業金馳，税制上の優遇措置ー産業税制が中心であった。
50年代後半においては，さらに合成繊維，石油化学，機械，電子工業などの新規育成が図られ
たが，この実施には，各産業ごとに 5年程度の育成計画が定められ，産業の必要資金の復興金
融公庫や日銀からの融資，税制上の優遇措置，外貨の割当てなどの政策手段が講じられた。目
標とする企業・産業の選別基準としては，所得弾力性の大きい，生産性上昇率（あるいは比較
生産費低下）の見込めるものが一般に指摘されているが，この基準に，雇用吸収性や輸出増進
性を加えることが重要であろう。通産省の主たる関心は重化学工業あるいは資本集約的巨大企
業の育成にあったから，保護的な産業政策が産業に広く行きわたった。
日本の産業政策は，幼稚産業の保護・育成，“過当競争”の防止，産業再編成，地城政策，マ
クロ経済目標，等々と幅広い特徴と目標を持っている。これらの目標を達成するために通産省
5)香西 泰「復興期」．小宮他編『日本の産業政策』所収 1984年 p.27 
6)来生 新「独占禁止政策」植草編『日本の産業組織j所収 p.371
7)「ある産業又はある部門にセットアップ・コストを発生させる典型的な要因はマーシャルの外部効果であ
る」伊藤他『産業政策の経済分析Jp.70 
8) James Vestal, Planning for Change-Industrial Policy and J. ゅaneseEconomic Development, 1945-
1990, pp.22-25 
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はさまざまな政策手段を用いた。それらは直接的介入手段，誘導的手段，その他に大別される
が，以下のような具体的実施手段をあげる9)ことができる。前者は，傾斜生産方式に含まれる（価
格統制・物資統制，価格差補給金などの）諸措置，関税・非関税障壁による輸入制限措置，直
接投資流入規制，設備投資調整，経済の規模性の推進や合併・統合による生産効率の改善，不
況・合理化カルテル，公害規制などであり，後者には，準政府金融制度による低利融資，政府
補助金，特別租税措置，ガイドライン，産業に対する将来構想の開示などが上げられる。その
他に，わが国固有の行政指導などがあった。
行政指導， 日本の産業政策について最も議論の多いのがこの手段である。具体的には，操業
短縮，合併・合理化，輸出自主規制など10), 通産省の裁量による業界指導が行なわれた。フォー
マルな立法措置と異なり，行政指導は法律上の承認の裏づけを必要としない。にもかかわらず，
自発的な応諾を引き出すという点で法律と同じ効果を持っている。他の政策決定とは異なり，
行政指導は事前に徹底した相談・指導が行われる。行政指導のメリットとして，企業間のネッ
トワーク型強調システムの調整を果たし，企業の取引費用を軽減するのに貢献してきた11)とさ
れる反面，行政指導を通じて，法律の裏づけのない権限によって産業政策が行なわれ，さらに
行政指導は市場の競争を制限する役割を果し，ひいては独占禁止政策を後退させる効果を持っ
ていたとする見解12)がある。しかしながら，この問題は審議会制度のあり方や意義に深く関連す
る問題であり，一概に行政の「隠れ蓑」であったとする考えに組することはできない。また後
者の点については，「投資が投資を生み，野心的過ぎる投資計画でさえ結局振り返ってみると，
その妥当性が保証される結果」13)となったいわれており，通産省の懸念とは反対に，現実は，産
業が競争的であったと仮定した場合以上の過大投資，過剰生産が行なわれたことを意味し，ゅ
えに競争制限的であったとは言いがたい。そして通産省にとって，この行政指導は，特に高度
成長の時代では，産業を微調整する道具としても役立たせるというように，後々まで強力な手
段となった。こうした積極的な評価に対して，行政指導は一種のカルテルを意味し，不況期に
淘汰されるべき企業が淘汰されずに残り“過当競争＂を生み出す結果となるという否定的な面
も指摘される叫
上述のように，傾斜生産方式を核とする初期の政策手段がその性格から強力な効果をあげた
が，その後のいわゆるドッジ・ラインの実施により戦後インフレが収束されるにつれて価格統
9) Shinohara, Miyohei, Industrial Growth, Trade, and Dynamic Patterns in the Japanese Economy, 
Tokyo: Univ. of Tokyo Press. 1982, p.27 
10)奥野正寛「戦後日本の産業政策と競争社会」薮下他編「日本経済ー競争・規制・自由化』所収 1992年 p.29 
11)井出秀樹・清野一治「産業政策」植草編『日本の産業組織』所収 p.318 
12)仙波恒徳・船木勝也「日本の産業政策と行政指導の役割」『産業経営研究所報』第29号 所収 九州産業
大学産業経営研究所， 1997年， pp.126-128
13)都留重人『日本の資本主義一創造的敗北とその後』岩波書店 1995年 p.158 
14) 井出•清野前掲書 p.318
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制や物資統制も存在意義がなくなり，やがて統制システムは順次撤廃されることとなった。そ
して60年代に入って，貿易・資本の段階的自由化，順次的・ 段階的市場経済への移行が実行さ
れるようになった。これは統制政策から規制・自由の混交政策へ，さらに時代が進むにつれヨ
リ自由な方向への転換をはかることを意味する。
わが国の産業政策は，かつて欧米諸国から批判・羨望を受けるほどに強力な政策効果をあげ
た。ところで多くの識者が指摘するように，そのことが妥当するのはせいぜい70年代までであ
り， 80年代から90年代に至っては，経済政策に占める産業政策の役割は皆無に等しくなった15)と
言ってもよいが，それは時間の経過とともに，次のような変化が出てきた16)からである。すなわ
ち， 70年代前半までは，アメリカ国内における米国企業の輸入制限提訴や政府の輸入制限措置
が増加するとともに，他方で日本に対する輸出制限協定，対米輸出自主規制，輸出秩序維持協
定等の実施・締結，およぴ円切り上げの要請を強く求めてきたが， 70年代後半からは日本市場
における関税・非関税障壁の存在の指摘と，これらが日本企業への国際競争からの保護および
外国企業の日本市場への参入制限となっていると攻撃し，市場開放要求を強めてきた。この原
因はいうまでもなく，わが国の貿易収支の黒字累増，他方欧米諸国とりわけ米国の貿易収支の
大幅赤字にあった。わが国ではこの対外貿易不均衡から生じる貿易摩擦に対処するために， 60
年代では貿易・資本の自由化， 70年代以降では輸入制限品目の削減，関税率の引き下げなど，
さらに80年代では，いわゆる臨調およぴ通商制度統一に向けての一連の行政改革が実施されて
きた。この改革では，貿易制度の国際的統ーが意識されて， 250項目にのぽるアクション・プロ
グラムが策定・実施され，経済的規制が行なわれているほぽ全産業分野にわたって規制緩和が
勧告され，今日まで施策が続けられている。
1960年代後半以降とりわけ70年代初めからの日本は，恒常的に国際収支の黒字を持つように
なり国際的な位置が変わってきた。また官民挙げてのキャッチ・アップ思念が多くの産業で実
を結ぴ，国民生活も充実するようになってきた。しかし高度経済成長を果たした頃から新たな
問題が日本経済を次々と襲ってきた。すなわち，環境汚染，ニクソン・ショック，変動為替相
場制，第一次・ニ次のオイル・ショックなどの問題の発生はそれまでの日本の産業政策の見直
しと転換を余俵なくさせた。つまりは従来からの国際競争力を強化することを目標とする産業
政策は，その保護的・規制的な政策を継続することができなくなった。そして通産省は，その
基本的な政策スタンスを“経済力の強化＂から“経済力の質的充実＂に転換した。すなわち，
産業構造審議会の答申「70年代の通産政策のあり方」17)に端的に示されているように，近代的な
資本集約構造から知識集約型，省エネ型産業型へという，産業構造にかかわる路線の大転換18)が
15)植草 益「産業に対する公共政策の国際的統一」日本経済政策学会編『世界の産業政策j所収 pp.21-3 
16) この部分は同書21頁に依拠している
17)産業構造審議会「70年代の通商産業政策」『通産ジャーナル』第 4巻第 3号 1971年
18)拙稿「わが国の産業政策の経験と課題」関西大学『経済論集」第44巻第 5号 1995年 p.84 
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はかられている。
通産省の役割の一つとして，研究開発のリーダーとしての位置付けをされることがある。 60
年代に通産省は，日本のコンピュータ・メーカーに財政的支援を行う目的で，日本電子計算機
棘 (JECC)を設立し， 70年代を通じて共同の研究・開発を推進した19)。こうしたコンピュータ
産業への育成政策は他の保護政策や補助金政策と密接に結びついていた。しかしながら，大掛
かりな研究プロジェクトが通産省によって推進されたが，その有効性に対する評価は決して大
きなものではなかった。その研究開発への通産省の介入にもかかわらず，国内コンピュータ・
メーカーは自由競争の状態に保たれていたということが注目される。
このように通産省は日本経済の復興・成長のために，さまざまな手段・施策を講じてきたが，
一般に，これらの政策手段は産業を構築する場合の通常の戦略手段であると思われ，他国のも
のと違うとは思われない。しかしながら，わが国の産業政策が今日でも特異的であるというの
が事実とすれば，それは通産省の組織と企業との関係が大いに影響しているとおもわれる。つ
まり，通産省の組織は多くの部局をもち同一産業の中での連携企業に対応した部課を持ってお
り，これらの部局は，常に“過当競争＂あるいは部局担当の産業の秩序ある競争に関心を持っ
ていた。それゆえ，この通産省の組織と産業との間の 1対1の対応関係は，産業間企業間の調
整を通産省の意図する方向にできたとみられる。それには，わが国の通産省が，経済や産業を
コントロールすることのできる権限・権カ・システムを持っていた20)からであろう。しかしなが
ら，通産省の権限の問題は，市場の失敗が生じた場合など，産業政策的介入によって経済厚生
を改善するための必要条件の一つであると一般的にいえる。
通産省は“過当競争”を回避して，有効競争（秩序だった産業組織内の競争）を促進するこ
とに大きな関心を持っていた。そして常にオーバー・キャパシティーを気遣っていたので，企
業が困難に遭遇した場合には，通産省の指示を仰げば良かった。特に，大規模装置産業では，
巨額投資に伴う危険を減らすのに，通産省の産業編成の方向性が役立った。 50年代において，
鉄鋼，石油，化学産業の一部企業は通産省の規制政策に強く異議を申し立てたことがあり，そ
のために工場設備の拡張を公平に機会均等の原理にしたがって許可されたことがある。ところ
が20年後，これらの産業は NICsのような新規参入者に対し，逆に保護政策を適用するよう通産
省に要請した。具体的には投資調整や彼らの生産能力を削減して，設備をスクラップにするよ
うな強力な仲裁者になるよう頼んだこともある。
結論を言えば，通産省の政策の本質は，終戦直後の10年間ほどは，企業・産業に対して，統
制に続いて選択的・差別的に取り扱い，競争政策を特別に意識したものではなかったいうこと
である。そして60年代ごろから競争市場の作用に基本的にゆだねる方向へ転換した。ゆえに通
19)仙波恒徳・船木勝也「日本の産業政策と行政指尊の役割」『産業経営研究所報』第29号 所収，九州産業
大学産業経営研究所， 1997年 p.126 
20)伊藤他『産業政策の経済分析』 p.12
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産省は絶対的な権力を持って，常に強権的・強制的に産業に介入したのではなく，絶えず産業・
経済の動向を見定めながら，審議会という組織をつうじて，企業・産業との間に協調・協力関
係を保ちつつ産業政策を推進してきたというところが真の姿ではないだろうか。
また，産業政策の論理については，わが国の終戦直後は，荒廃した国土以外に，産業らしい
産業も，商業らしい商業も，資源らしい資源もない状態にあり，そのようなとき，国民が必要
とする最低限度の衣食住を早急に満たすための戦略策は，市場に完全競争状態を形成し発展さ
せるよりも，何よりも優先して，初期費用の巨額な少数の基幹産業を育成する必要があった。
このような産業は，その性質上寡占市場を形成し易く，雇用吸収力もさほど多くないというデ
メリットはあるが，スケール・メリットの出易い資本集約的産業であり，急速な技術革新の展
開が予想され， したがって将来における産業の国際競争力の強化に役立つものであった。通産
省は，こうした産業が発展するよう政策措置を講じ，その裾野を拡大し，多種多様な新規産業
が生まれ，市場を形成するに至って，段階的に競争を導入するというように考えたとしても不
思議ではない。
しかしながら，前述したようにわが国における初期の時代の産業政策では，保護・育成政策
とともに規制政策が行なわれたことは疑う余地はない。その規制政策の問題を理論的に究明し，
その有効性を次に検討しよう。
m 介入の論理と規制政策の有効性
(1) 政府介入と産業
資本主義経済における国家の役割は経済学の誕生以来最も論争の多い問題の一つである。と
りわけ国家干渉が効率，道徳，権力，自由，合法性というような多くの議論の多い問題を含ん
でいるがゆえに複雑な問題である。マーケット・メカニズムがパレート最適を果たさなかった
ような場合ー市場の失敗，この失敗を克服するのに政府の重要な役割がある21)とされる。国家は
市場の結果を是正するために介入すべきか否か，またそのような介入は効率的か否かというよ
うな問題の理論的な研究は，現在では著しく進んできた。一般的には，産業に対する国家の干
渉は反トラスト活動を除いては否定的に見られている。
産業政策が戦後期において多くの先進工業諸国における経済政策の総体であったという事実
にもかかわらず，それが重要な問題となったのはごく最近のことである。 OECDによって70年
代初期に刊行された一連の報告書はこの領域における研究のパイオニア的存在となった。また
ヨーロッパでは， 80年代に70年代後半の産業危機への政策的対応の研究が現れた。しかしなが・
21) この点については伊藤他『産業政策の経済分析Jp.12を参照されたい。「市場の失敗が生じる場合でも産業
政策的介入が常に経済厚生を改善するとは限らない」p.12, 「市場の失敗を補正するための政策的介入が，
政府の不完全性のためにかえって経済厚生を悪化させてしまう可能性すら存在する」 p.13
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ら産業政策の問題が最もホットに論じられたのは80年代初期のアメリカ (HARVARDBUSI-
NESS REVIEWのフォーラムにおいて）であった。最近，論争の中心となっているのは産業政
策における国家と市場の役割および両者の関係についての見解の相違である。
「通商産業省は，資本と技術を集約的に使用する必要のある以下のような産業を日本に確立
しようとした。すなわち，比較生産費から考えれば，日本にもっとも不適切な産業，鉄鋼，石
油精製，石油化学，自動車，航空機，あらゆる種類の産業機械，そして電子計算機を含む電子
機器産業である。…中略…成功の戦略の秘訣は戦力を主戦場に集中させることである。そして，
幸運と必要に迫られて絞った知恵のおかげで，幸いにして日本はその乏しい資本を戦略産業に
集中させることができたのである」22)。こうした特性を持つ資本集約的な幼稚産業は，保護が正
当化される側面を持つが，理論的には企業の規模に対して費用逓減的で，そのため寡占化しや
すい産業23)である。あるいは動学的な規模の経済性や外部経済が働く産業ともいえる。
産業政策を，国家が経済全体の成長や効率性を高めるために，意図的・戦略的に特定の産業
に影響を与える政策というならば，具体的には，それは政策当局のいわば“選択的・予備調査
的参加行為”であるといえる。換言すれば，市場機構のみに任せてその結果を待つよりも，政
策当局がより早い段階で行う調整メカニズムである。しかし事後的ではなくて事前的に政府に
よる調整を行うということを正当化できる論理は何か？ 多少乱暴ないい方をすれば，結論は
市場が失敗することにあるということになるが，それで十分とはいえない。この疑問に答える
ためには，市場機構がなしうる問題と失敗する場合における調整の問題の性質を綿密に考察し
なければならない。
(2) 調整装置としての産業政策
完全競争モデルにおいては，生産や価格決定に関して諸要素の事前の調整を必要としない。
それは個々の諸要索の行動が無視されるということであり，ー要索の一方的な行動が社会全体
の結果に影響を与えることがないという想定があるためである。個々の要索の行動が無視しう
る場合，個々の要索間の相互依存関係は存在しないし，その活動を事前的に調整する必要もな
い。通常の新古典派の完全競争モデルにおいて想定されている全体としての相互依存が存在し
ないという問題を考える際の一つの仮説は，生産技術が収穫逓減法則の制約下にあるというこ
とである。
近代産業・経済の一つの特徴は大規模投資一巨額の資本設備を必要とする生産技術を使用し
ているということは言うまでもない。巨額の固定費用は逓減的な平均費用曲線すなわち規模の
経済性を意味する。さらにこれらの固定資本の大部分は，その費用が即座に回収され得るもの
ではない。規模の経済性は， しばしば 1産業に少数の企業しか許されないような規模で生産す
22) OECD, 1972, p.149, Alexis Jacqemin, la nouvelle economie industrielle (The New Industrial Organi・
zation), 1985 南部鶴彦・ 山下東子訳『新しい産業組織論』日本評論社 19.2年，第 6章 p.162を引用
23)伊藤他前掲書 p.53
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ることを余儀なくさせられる。なぜなら，最大限に効率的な規模で生産することによって，そ
の企業は低価格に打って出て競争相手を市場から追い出すことができるからである。いかなる
企業も市場から消えてなくなることを望まないから，他の企業と同一の（あるいはより効率的
な）技術を採用せねばならない。その結果，産業は寡占的となり，企業の決定における戦略的
な相互依存関係が存在することになる。寡占的企業の戦略的相互依存関係は，国家干渉の場合
と同じく，非効率につながるであろう。
これまでの議論において外性的技術変化に注意を払わなかった。しかしこの問題を無視する
ことはできない。というのも資本主義システムの強さは外性的技術変化を発生できるか否かに
よるからである。技術変化はその性質上予想不可能な過程である。そして国家を含めて誰もそ
の将来の進路について完全にわからない。さらに技術変化はひとつの発展過程であり，それに
よってより良い技術を展開することのできた企業だけが生き残れるということがしばしば言わ
れる。それゆえに，技術変化のような動態的状況の下では，産業政策がいかによく短期・静学
的な調整問題を解決できたとしても，それが市場経済の自然選択機構の作用を妨害するという
点において長期においては有害となるかもしれない。
(3) 規制政策と通産省の立場
規制政策の有効性をある程度事実に即して考察してみよう。さらに通産省による規制政策の
役割の一側面を検討してみることにする。
通産省は多くの日本の近代産業を“幼稚産業”としてみなしたが，広範に及ぶ産業を保護的
に取り扱うという考えは，必ずしも日本の政策担当者全体に支配していたわけではない。例え
ば，かつての日本銀行総裁が比較生産費理論の見地から自動車産業の国内生産に反対してい
た24)ことは有名である。しかし，通産省は世界市場における自動車産業の競争力に脅威を感じて
いたので，自動車産業を 2, 3のグループに統合すべく行政指導をしたが，結局これには失敗
し，ホンダが参入することに成功したという事実がある。さらに復興期のいわゆる独占禁止法
の摘用除外政策は産業政策と競争政策の妥協の産物といわれ，その原因を通産省の強い主張の
せいであるようにいわれているが， しかしこの時の独占禁止法の緩和策は，アメリカの反トラ
スト法に存在しない規定や，はるかに厳格な内容の規定であった25)ことへの反動26)であると考
えられる。
通産省は多くの資本集約的装置産業を，一般的に，キー・インダストリーとみなした。この
種の産業では規模の経済性が顕著に作用するということが明らかだからである。この規模の経
済性の存在は，産業が寡占化する最も基本的な要因である27)ということが理論的に証明される。
24)香西 泰編『21世紀への経済政策』 1995年 H本経済新聞社， p.64
25)来生 新「独占禁止政策」植草編『日本の産業組織』所収 p.370 
26)通商産業政策編纂委員会編『通商産業政策史』通商産業省 第10巻 1989-94 p.59 「やや自由競争の擁
護に走りすぎて，競争の制限に対して神経質に過ぎている嫌いがある」と述べられている。
27)清野一冶『規制と競争の経済学』 1993年 pp.266-67 
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この実際としては通産省の“新産業体制論＂の展開に見られるが， 60年の産業審議会の報告で，
「国際競争力強化と過渡的混乱の防止のために，企業間の“過当競争＂を通じて結果的に達成
される産業秩序ではなく，企業規模の拡大や，不況カルテル，合理化カルテルなどによる自主
的協調と長期的展望と全体的な配慮の下での最小必要限度の政府介入による産業秩序の形
成」28)を主張したことに見られる。
こうして自由化への対応と関係する産業や企業を育成・保護するため，通産省は，時には行
政指導という誘導的手段によって，参入制限，合理化カルテル，企業合併などを促進する一方，
輸入自由化や資本投資の段階的自由化にしばしば抵抗した。さらにこのような産業では，放置
すればすべて"過当競争”によって企業が共倒れになる危険があった。一般化していえば需要・
費用条件について不確実性がなく，定常的な経済では過大な数の企業が寡占市場に参入する傾
向があり，その意味で参入規制に何らかの経済的根拠がある。逆説的に言えば，“過当競争”の
存在は日本の産業・企業からスケールメリットを奪うかもしれないと通産省も業界も考えたの
であろう。それゆえ，産業組織において，完全競争を目指さないで，秩序ある競争，即ちいわ
ゆる“有効競争”あるいはカルテル的状況の競争を提案し推進した。要するに，通産省の産業
政策における介入の論理は，第一に，個々の企業の価格•生産量決定に直接関与・介入するこ
とを避けようとするがために，企業数の調整を通じて経済的厚生の最大化を図ることにした。
あるいは第二に，政策当局は，新古典派に代表される静学的価格理論のような考え方に基づか
ないで，多年にわたる動学的比較優位29)や技術のダイナミックな変化に主眼を置いていた。第三
に，“過当競争..が行なわれていたのでは国際競争力をもち得ないということであった。第四に，
大規模産業は一般的に産業設立の社会的セットアップ・コストが大きく，補助金や固定資産税
の減免などによる公的介入が正当化されるというようなことにあったと推察される。もちろん，
産業確立のセットアップ・コストが存在する場合，価格差別化を通じた消費者余剰の再分配は，
社会的セットアップコストを減らし，私的な誘引だけでも産業が確立される可能性がある30)こ
とが確認されている。しかし，著しく経済の規模性が働く場合には，企業は参入に伴い負担す
る費用を完全に回収することは不可能となる。この回収不可能となる費用を社会が補償（負担）
しなければ，産業は確立されない31)。
戦後，通産省は，石油化学産業が誕生した時点で，新規参入に際してある一定基準以上のプ
ラントを保有することを義務づけていたが，これは“過当競争＂を避けるために採用された典
28) Johnson, Chalmers, MIT/ and the Japanese Miracle: The Growth of Industrial Policy 1925-1975, pp. 
280-281, 来生 新「独占禁止政策」植草編『日本の産業組織』所収 pp.374-375, 鶴田俊正著「戦後日本
の産業政策』 p.89を参照せよ。
29)伊藤らが『産業の経済分析』 p.87の脚注で指摘するように「最も，このような動学的比較優位論は，多分
に後になってからの理由付け的な要索を強く持っている」という見解もある。
30)清野前掲書 p.21
31)清野前掲書 p.10
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型的な参入規制である。さらに産業内で協調的に過剰設備を廃棄したり，各企業の生産・価格
の決定を相互調整して，設備投資調整を円滑にするために，カルテルを容認したのではないか。
この場合，理論的にはいわゆる“過剰参入定理＂が妥当するケース 32)と考えられる。すなわち当
時のわが国の石油化学産業が寡占市場にある（実証的検討が必要ではあるが）と仮定するとき，
各企業の生産・供給する財が互いに戦略的代替財であれば，自由参入・退出均衡化の企業数よ
りも少ない企業数に参入を制限することで経済厚生を高めることができる33)ということにな
る。
重化学工業は，急速にその生産と輸出を拡大した。キー・インダストリーにおける固定資本
投資が日本経済を強力に牽引した。多くの産業において，技術革新やノウ・ハウが先進国とり
わけアメリカから導入され，独自の改良を加えて展開された。新規企業が誕生するとともに，
これを下請けする中小企業が発展した。国内市場も拡大したが，大量生産による単位あたりコ
ストを低下させるために，輸出（国内需要と外国からの需要は補完的な関係）を促進した。
こうして政策当局は，国際競争力のある産業を輸出産業として育成し，競争力のない産業に
は輸入規制によって外国製品との競争から守った。また競争力のない企業に対しては国内での
価格競争を可能な限り排除する手段をとってできるだけ保護した。この結果，一つの産業内に
おいて，最も日弱な企業でも存続が許されるというまさに「護送船団方式」なる日本的特徴を
生みだすことができたのである。さらに資本集約的産業の展開は労働集約的な中小企業の発展
を伴う 34)ことにより，失業問題を回避することができたが，このような大企業と中小企業との並
存的発展は生産性格差の問題や二重構造の問題を惹起させた。
長期を考えた場合，目標産業の設定やその選別的な取り扱いが必ずしも悪いとはいえない。
通産省の政策が典型的な日本の産業・企業の長期見通しに貢献したことは疑いえない。また通
産省の企業間の交渉・仲裁方法は，日本の伝統である集団的意思決定過程の性格に基づくもの
である。通産省と業界との間の協調がなければ，アメリカ合衆国に対する自動車の輸出自主規
制の協力もなかった35)のではないか。
通産省は，産業政策の効果を最大限に発揮した時期，世界市場における日本の競争力を過小
評価する傾向があった。通産省が規制政策を適用した産業においてさえ，生産性は着実に上昇
し，通産省の期待以上に内外需要は徐々に増大した。戦前の秩序から解放された企業はその能
力を経済競争へ伸ばすことができた。
すでに述べたように，通産省における産業政策の目標の一つは国際競争力の全面的な強化で
32) 井出•清野「産業政策」植草編『日本の産業組織』所収 p.323 
33)清野一治『規制と競争の経済学』 p.272
34) Gentaro Matsumoto, The Work of the Ministry of International Trade and Industry in K. Cowling 
and Roger Sugden, ed., Current Issues in Industrial Economic Strategy, P.147 
35) Gentaro Matsumoto, op. cit., P.155 
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あった。これは原材料を輸入して輸出を促進することを意味する。ターゲットにする産業の選
択は所得弾力性・比較生産費・相対的技術優位性の基準に基づいて，重化学工業およびその他
の資本集約産業が標的とされた。通産省はこれらの産業への新技術の導入を促進した。通産省
は常に過剰能力を心配しながら，有効競争に大いに関心を抱いていたので，通産省は“過当競
争”を回避し規模の経済性を享受するために企業の合併・統合を推進した。その推進のために，
通産省は仲裁者ないしは調整者の役割を演じたのである。しかし，通産省の産業編成の姿勢に
もかかわらず，業界はそのような規制政策に異議を唱えたこともある。この場合には，通産省
の考えにもかかわらず，この時期すでに日本の産業の実力が高まり，企業が国際競争に挑戦し
成功を収めた結果，その余裕から出る企業家精神が日本の産業や市場を柔軟ないしは競争的に
した状況が生まれてきていた36)と解釈しても良いであろう。
日本経済の現実の姿がこの方向へ著しく近づいていたと仮定するならば，通産省の行動にお
ける次のステップは，わが国が実施してきた数多くの政府規制制度の見直し一緩和を実行せざ
るを得ないということになる。この意味での競争政策の推進は，参入・輸入障壁となっている
制度・構造・慣行を競争促進という視点に立って再検討していくことである。いうまでもなく，
そのポイントは参入規制と価格規制の見直しにある。換言すれば，前者は（わが国）市場へ参
入するには政府（通産省）の免許ないしは許可を必要とするというように強い規制を伴う場合
が多く，後者は価格・料金の決定を企業の自由裁量で行うことができず，政府の認可料金とな
っているということだから，これらの状況を再考する37)ことである。そしてかならずしも充分と
はいえないが，現在もこの方向への努力38)が続けられている。
競争的市場は，そのメカニズムが有効に働く限りでは，経済資源の効率的利用・配分をもた
らすことは，半ば常識になっている。しかしながら，市場はしばしば失敗する。その典型例は，
費用逓減，外部効果，公共財，動学的状況や不確実性などが存在する場合である。すなわち規
模の経済性によって費用が逓減し，環境に対する正ないし負の外部効果をもち，将来が不確実
な状況の中で異時点間にまたがる資源配分を行っている場合には，市場の失敗が生じ，それに
対し何らかの政策的対処が必要となる。しかしながら，産業政策の役割を単に「市場の失敗に
対処する政府の介入」にのみ限定する39)のは問題である。また動学的な状況における政策的対処
が必要となる領域として，幼稚産業の保護・育成，研究開発・技術進歩の奨励に加えて，消費
者保護などの場合も考えねばならない。
36) K. Cowling and Roger Sugden ,ed., Gentaro Matsumoto, Current Issues in Industrial Economic 
Strategy, pp.145-158 
37)鶴田俊正「水平分業時代の産業政策」日本経済政策学会編『世界の中の産業政策』所収 1990年 p.45 
38) Okimoto, Daniel, Between MITI and the Market: Japanese Industrial Policy for High Technology, p. 
204 
また植草 益「産業に対する公共政策の国際的統一」日本経済政策学会編『世界の中の産業政策』所収 p.
22-23 
39)鈴木孝男「産業政策と経済発展」『千葉商大論叢・紀要』合併号 第33巻第 2号 p.102 
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おわりに
わが国における戦後の産業政策の展開過程における大きな特徴としては，基本的には，政府
と産業との関係を時代の変化に応じて見直し，最終的には資源配分を市場機構に委ねようとす
るプロセスであったという見解40)は首肯すぺきところである。
全体としての日本の産業政策を要約するならば，大きくは三つに分けられる。終戦直後の絶
対的物資不足には，生産水準回復のために「傾斜生産方式」が実施され，民間貿易再開後では，
国際競争力強化・輸出増進のため，産業合理化政策，新規産業の育成，中小企業政策，輸出振
興策が実施された。他方，このような産業振興政策のほかに，資源エネルギーの安定的供給の
確保，化学工業，鉱業に対する保安行政の強化・充実，公害防止行政および消費者保護行政の
導入なども行なわれて，多様な産業政策が戦後日本において幅広く展開された41)。
また，産業政策が有効であるという立場に立つならば，それが対象とする標的は， 1)市場
規模コントロール， 2)企業援助コントロール， 3)価格コントロール， 4)数量コントロー
ル， 5)人的・技術的支援コントロール， 6)行政指導コントロールに分けられよう。手段の
役割からみれば，戦略的産業政策から補正的産業政策へ，また介入度という観点から見ると直
接的介入措置から誘導的政策手段への移行42)と特徴づけることができる。わが国の産業政策に
対する評価については，鶴田は，わが国の50年代における市場機能の補完的役割としての介入
に限定して，その有効性を主張している。しかし同時に，産業政策の評価に限定しているわけ
ではないが，現代のように日本社会の特徴が極めて市場機能が高度に発展した部分と法的に保
護された非競争市場の部分との 2層構造になっているという認識に立ち，後者のような政府の
市場機構への介入は，資源配分や所得分配を歪めているとも述ぺている43)。さらに産業によって
は，石炭産業や繊維産業のように政策によって保護された産業が衰退し，電気機械のように保
護されなかった産業が成長を遂げるといったように，わが国の産業政策は有効でなかったとい
う評価44)もある。
次に，わが国の産業政策導入の論理としては以下の点に要約されであろう。戦後の，絶対的
資源不足，経済・産業の組織における機能不全，国民の活動意欲の減退や自信喪失という環境
の下で， 1)総花的展開よりは一点豪華主義のほうがはるかに効率的である， 2)最初のうち
は，社会・経済の混乱を来さないよう統制的に運営する， 3)競争政策は経済の回復・充実に
応じて，段階的に市場に競争を導入する， 4)初期費用の巨額な基幹産業を育成する戦略をと
40)鶴田前掲書 p.41
41) 米村紀幸•西村可明編著『ロシアの市場経済化』サイマル出版会 1992年 p.75 
42)奥野正寛「戦後日本の産業政策と競争社会」薮下他編『日本経済ー競争・規制・自由化』所収 p.29 
43)鶴田俊正「水平分業時代の産業政策」前掲書 p.44 
44)井出秀樹・清野一治「産業政策」植草編『日本の産業組織』所収 p.307 
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る， 5)資本集約的産業の展開はスケールメリットがある。ただしこの方向は雇用問題には不
利であるので，同時に労働集約的な中小企業を保護・育成する， 6)静学的な価格理論に沿っ
て考えるよりは，急速な技術革新の導入による長期の動学的発展を考えたということになる。
この意味でわが国の産業政策は，その政策効果が大であった期間では，補正的ものではなく，
戦略的・開発的な性格を有していたと位置付けできよう。このゆえに，われわれは日本の産業
政策を発展・成長のための戦略的武器として肯定的に見てきた。
日本の産業政策を世界的調整の問題という全く異なった観点から見るならば，もし日本の産
業政策がなければ，世界の自動車市場は恐らく現在以上に寡占状態になっていたであろうし，
そうなれば世界全体の経済的厚生は現在以上に悪化したであろうということもできる。この意
味で，日本の産業政策は世界全体のいわば寡占，独占に対する独占禁止政策のような効果・役
割を果たしたと評価できるのではないであろうか。あるいは，産業政策は大戦後の GATTのシ
ステム・体制のもつ調整機能が世界経済の秩序の維持と着実な発展を促進した役割のようなも
のということもできると思われる。しかし産業政策が自国の経済厚生を高めるとして，今日の
ように世界各国で産業政策が実施されればどうなるか，明らかに何らかの世界的調整機関・機
能が必要なってくるであろう。かつての GATT体制は，単純にあるいは基本的に財貨の輸出入
を念頭に置き，その量的拡大策がはかられたことにより，世界経済の発展に大きく寄与してき
た。しかし，貿易不均衡の偏在化，固定化によって保護貿易主義が台頭し，さらに今日，国際
間の貿易内容は，多様化し，国の制度，政策，政治，慣習などの状況に大きく左右されるサー
ビス貿易や知的所有権の取引といったものを多く含むようになってきた結果， GATTは実質的
には機能不全に陥ってきた。これまでの GATTのように，その機能が充分でない場合には，ゎ
が国と外国との間に存在したように，国家間に深刻な経済摩擦の問題が発生することになるが，
とくに日米経済摩擦の場合には， GATT体制のルールによる解決を半ば放棄して，国家間の政
治的ルートを経て，輸出自主規制や価格監視機構の設定など経済・貿易の管理化によって，国
内，国際問題を解決したという経緯がある。近年の日米構造協議に典型的にみられるように，
マクロ的な政策協調だけではなく，通商上の協調が要請されるようになってきた。後者にあっ
ては，言葉上の表現では無問題のように見えるが，実は国内の保護主義を容認し，国際間の管
理貿易を促進するという点において，国内的・国際的産業調整の，現在及び将来の大きな課題
であるといわねばならない。 80年代にも日本の経常収支の大幅な黒字や国際環境の激変を背景
として，輸出自主規制，スーパー301条を武器とする政府間協定，輸出貿易管理令による規制，
MOSS協議，日米構造協議等などのように，市場経済がもつ自動調節の解決方法とは大きく異
なる新たな政治的手段が登場することとなったが，これはわが国の産業政策のあり方が大きく
問われていることを意味する。すなわち，産業政策の射程に政治の要素や国際的要素を取り込
んで検討する必要性があるし，産業政策論研究は政治経済学的な側面をも看過することができ
ないということである。
-61-
関西大学『社会学部紀要』第 30巻第 1号
産業政策論研究の一般理論的枠組みとしては，静学的な市場経済学アプローチ，市場の失敗
や外部経済に注目する方法，産業戦略的接近，の三つに分類されうるが，残念ながら，この種
の議論はほとんど未開拓の状況であり，今後に残された大きな課題である。最近の経済理論の
発展によって，企業・産業間に A.マーシャルのいう外部性が存在したり，国際的な寡占企業間
に戦略的競争が存在する場合には，戦略的産業政策が有効であることが一応証明されている。
最近におけるベンツとクライスラーの自動車会社の国境を超えた大型合併が世界に大きな衝撃
を与えた。国の産業の栄枯盛衰や産業構造の変化がその国の将来を変えるというふうに見るな
らば，従来のように典型的な新古典派経済学の想定する市場メカニズムや分析用具はまさにロ
ビンソン・クルーソーの世界においてのみ有効であって， 21世紀の分析概念や政策理論モデル
は規模の経済性（収穫逓増）現象を陽表的に組み込んだ，長期・動学的なものである必要があ
ろう。
なお，いずれのアプローチにも種々の問題点が考えられる。例えば，外部経済的接近では外
部効果が測定できないことや，戦略的産業政策では自国のエゴによって他国の報復を招く 45)な
どの問題がある。また市場の失敗の存在が政府介入の論拠の一つと見ることができるが，現実
には，政府はすぺてに完全情報を持っているとは限らず，この意味で，政府の失敗があるかも
しれない。
次に，産業政策そのものが仮に有効であるとしても，金融機関に対する大蔵省の規制・保護
が長引いたために，山一證券のような不正を招いたり，まったく非効率な経営組織を温存しす
ぎた損失も考えねばならない。要するところ，政策の出動と退出のタイミングの問題である。
産業政策適用のタイミングの一般的基準としては，成長の見込める目標産業を選び，成長する
まで何らかの政策手段によって一時的支援を与え，成長を遂げたときにはそれまでの支持政策
を削減し，逆に競争に耐えがたい産業はこれを保護することも正当化されるが，規制・保護措
置の掛けはずしには適切なタイミングが要求される。この点において，日本の産業政策が適切
であったかどうかは検討の余地があろう。
最後に，参考までに現在入手した産業政策研究の文献リストを掲げておいた。もちろんここ
にリストアップしたものだけで文献のすべてを網羅しているわけではないが，全体を見渡して，
欧米のものが特に80年代から質・量ともに圧倒している。産業政策の概念をいち早く見出し，
現実の政策経験が豊富なわが国にその研究が少ないことが惜しまれる。
45)奥野前掲書 pp.30-32
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